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 （続紙 ２ ）                            
（論文審査の結果の要旨） 
 
本論文は、刑法において一般に犯罪成立要件と考えられている「結果回避可能性」
について、従来の学説および判例の議論状況を分析した上で、その体系的位置付けお
よび意義を明らかにしようとするものである。 
 そのための研究手法として、本論文は、日本およびドイツの代表的な学説と、多数
の下級審裁判例を含む日本の実務において、結果回避可能性概念がどのように用いら
れているかを丹念に分析している。その結果、この同一の語により、多種多様な内容
が示されていることが明らかになった。本論文では、犯罪論体系の構築のためにはそ
れらの整理を要することが、説得力をもって述べられている。特に、因果関係におけ
る客観説の多くが、行為時に現実化している事情とそうでない事情とを分けることに
対して、これが事後判断と事前判断を混在させるものだとする批判は高く評価でき
る。裁判例において、注意義務違反や具体的予見可能性などの要素が結果回避可能性
の名の下に論じられている場合の析出も、実務をより明確化するために役立つ指針を
提供しうる作業となっている。 
 もっとも、本論文は、結果回避可能性の必要性と、条件関係において論理的結合説
を支持すべきだとする立場を主張したものの、これらを満たす行為は広範に存在しう
る。実際の処罰範囲の画定は、結果概念の具体的内容、相当因果関係説を採用する場
合には相当性、客観的帰属論を採用する場合には帰属の諸原理、また不作為犯におい
ては作為義務の判断基準を明らかにしなければ行えないのであり、本論文が解明でき
たのは事案の解決に必要な基準の一部分にとどまる。また、とりわけ、本論文が採用
する事後的判断の基準においては、同種の行為を類型化して一般的な行為規範を事前
に示すことが放棄されているため、これがそもそも法益保護を目的とする刑法の任務
と矛盾するのではないかという根本的な疑問も残っている。 
 そうだとしても、可罰性の必要条件たる結果回避可能性の実体とその判断の論理構
造とに切り込んだ本論文の研究それ自体の意義が失われるわけではない。さらに、事
後判断と刑罰目的との整合性の確保は、すべての結果無価値論者に突きつけられた課
題でありながら、従来、解決策が与えられてこなかったばかりか、正面から取り組ま
れることもなかったに等しい。この根源的な問題を顕在化させたことは、むしろ本論
文の最大の成果であるともいえいる。 
 以上の理由により、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいものであ
り、かつ、学界の発展に資するところが大きく、特に優れた研究であると認められ
る。 
 また、平成27年2月4日に調査委員3名が論文内容とそれに関連した試問を行った結果
合格と認めた。 
 なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第2項に該当するものと判断し、公表に際
しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認める。 
 
 
 
